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沖縄県がん登録ᐊの⤂௓ 
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1. はじめに 

 Ἀ⦖県の人ཱྀは約144 ୓人で、2014（平成26）年のṚஸ数は11,361人、うちがんによる

Ṛஸ者は2,965人（男性1,762、女性1,203）であり、⥲Ṛஸの26%を༨めている。今ᅇは、

2014年⑕例のデータを用いて、Ἀ⦖県のがんの特ᚩとἈ⦖県がん登録ᐊの≧ἣなどを⤂௓

する。 

 

2㸬Ἀ⦖県の登録≧ἣ 

 Ἀ⦖県のがん登録事業は、1988年に「Ἀ⦖県悪性新生≀登録事業」として開ጞされ、事

業の当初からἈ⦖県⾨生環境研究所ෆにがん登録ᐊを設置し、現在に⮳っている。事業開

ጞ年の登録は313件、その後、年々登録件数が増加し、2016年は10,812件（全ᅜがん登録12

件、地ᇦがん登録10,800件）、2017年は15,882件（全ᅜがん登録12,709件、地ᇦがん登録

3,173件）を཰集した（図1）。件数増加は、全ᅜがん登録へ向けて⑓㝔等の関心が高まり、

積極的に⑕例検⣴に取り組んだことが推ᐹされる。 

 

313 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

༠
力
医
療
機
関
数

届
出
件
数

図䠍 届出ཷ理件数と༠力医療機関数（Ἀ⦖┴）

┴内医療機関 ┴外医療機関 出ᙇ᥇録 そ䛾他 ༠力医療機関数

15882

1991年：その௚2,134件

は「第3次がん実態ㄪ

ᰝ」実施により採録

2009年：標‽DBS導入。2007年デ

断⑕例より登録開ጞ。以㝆はฟᙇ

採録を実施していない。

2015年12月㒔道ᗓ県DBSへ移行

全ᅜがん登録分ࠐ

2016年 12件（1か所）

2017年 12,709件（60か所）
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3. 登録⢭度 

2014年⑕例の登録⢭度は、DCO割合4.1㸣であり、年々⢭度が高まっている。 

 

4. Ἀ⦖県のがんの特ᚩ 

 2014年のがん⨯ᝈ数は、7,758

件（男性4,166、女性3,591、不ヲ

1・上⓶ෆがん除く）であった。

男性で最も多い部఩は大⭠であ

り、⫵、前立⭢、⫶、⫢ཬࡧ⫢ෆ

⫹⟶の順であった。女性で最も多

い部఩はஙᡣであり、大⭠、子ᐑ、

⫵、⫶の順である。全ᅜ（2013

年年㱋ㄪ整⨯ᝈ率）と比較すると、

男性の大⭠、女性のஙᡣや子ᐑの

⨯ᝈが多く、⫶は男女ともに㢧ⴭ

にపい（図2）。 

Ṛஸでは、男性で⫵、大⭠、⫶、

⫢ཬࡧ⫢ෆ⫹⟶、⮅⮚の順、女性

では⫵、大⭠、ஙᡣ、⮅⮚、子ᐑ

である。 

また、年㱋別の⨯ᝈの≧ἣでは、

40-64ṓ以ୗが༨める割合が男性

29.2㸣、女性36.5㸣と全ᅜより高

い≧ἣにある。75ṓ以上の⨯ᝈは

全ᅜと差が無いことから、Ἀ⦖県

では、全ᅜより᪩く⨯ᝈしている

ことがうかがえた（図3）。 
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5. がん登録ᐊから་⒪機関へのᒆฟᨭ᥼とその課題 

 ᒆฟの際に生じた疑義照会は㟁ヰで行っているが、登録後に照会事㡯と結果をまとめて

文書໬し、㏦௜している。さらに各་⒪機関で共通する事㡯やᒆฟの流れなどをまとめて、

がん登録ᐊホームページにᥖ㍕し、ᒆฟᨭ᥼を行っている。 

全ᅜがん登録では、⑓㝔はᒆฟ義務が課せられる。2016年⑕例のᒆฟが本格໬した2017

年は、全ᅜがん登録分として12,709件（60་⒪機関）を受理した。件数の90㸣ཬࡧᒆฟ機

関数の43㸣を、地ᇦがん登録の⤒㦂がある་⒪機関が༨めていた（表1）。 

制度໬により初めてᒆけฟる་⒪機関では、件数がᑡない་⒪機関がほとんどであり、

⣽かい助言が必要であった。 

ᒆฟのない⑓㝔は、地ᇦがんの⤒㦂がないところが多く、制度の周知が不十分である可

能性がある。2016年⑕例のᒆฟがなかった⑓㝔に対して、今後、効果的なᒆฟᨭ᥼を行っ

ていく必要がある。 
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